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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上部電極体と下部電極体とを絶縁する絶縁体を有する避雷極部材と、避雷極部材の下部
に設けられた支持部材と、を備え、
　前記絶縁体は、前記上部電極体と下部電極体との間に配置された筒状絶縁体と、筒状絶
縁体の周囲に配置された弾性変形可能なカバー部材とを有し、
　前記筒状絶縁体がファインセラミックにより形成され、
　さらに、前記筒状絶縁体は、前記上部電極体および下部電極体の対向面のそれぞれに形
成された環状溝内に嵌合させられることにより、これらの上部電極体と下部電極体を連結
するようになされているとともに、この筒状絶縁体の周壁には、周壁の厚さ方向に貫通す
る通気孔が設けられ、
　前記通気孔は、前記カバー部材により覆われていることを特徴とする落雷抑制型避雷装
置。
【請求項２】
　前記カバー部材は、前記筒状絶縁体の外周を取り囲むようにして配置される環状の基部
を有し、前記通気孔は前記基部により覆われていることを特徴とする請求項１に記載の落
雷抑制型避雷装置。
【請求項３】
　前記筒状絶縁体と前記上部電極体および下部電極体とが、耐熱性セラミック接着剤によ
って固着されていることを特徴とする請求項１に記載の落雷抑制型避雷装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、落雷を抑制することで、雷害から建築物や設備機器等の被保護体を保護するた
めの落雷抑制型避雷装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
従来の雷保護概念では、落雷は防止できないものとの観点から、落雷を突針形避雷針（フ
ランクリンロッド）に受けて大地に流す方式が大半であった。
【０００３】
　近年、雷保護の概念が改正され、角度法から回転球体法に移行する動き（新ＪＩＳ　Ａ
４２０１　２００３年版）等もあるが、いずれにしても落雷による障害を完全に取り除く
ことは困難であった。特に、冬季雷のように雷撃規模（電流値や継続時間）が大きい場合
、雷電流そのものや大地の電位上昇による各種の被害を起こしていた。
　さらに、近年の機器はＩＣ化のため異常電流に弱く、落雷による問題が大きくなる傾向
となっている。
【０００４】
一方、落雷を防止する技術として、電荷放散型防雷システム（ＤＡＳ）が開発されている
（特許文献１参照）。しかし、このシステムは大規模な装備となるため価格が高く、特殊
な設備にしか用いられていないのが実情である。
近年、落雷を抑制する技術として、消イオン容量型避雷針（ＰＤＣＥ）が現れ効果を見せ
ている（特許文献２、特許文献３参照）。
【０００５】
落雷は大気中で起こる放電現象であり、雷放電には雲内放電、雲間放電、雲―大地間放電
等がある。雷放電で大きな被害を出すのは雲―大地間放電（以下落雷）である。落雷は雷
雲（雲底）と大地または大地等に建設された構造物との間の電界強度が非常に大きくなり
、その電荷が飽和状態となって大気の絶縁を破壊したときに発生する現象である。
【０００６】
　落雷の現象を詳細に観察すると、夏季に起こる一般的な落雷（夏季雷）の場合、雷雲が
成熟すると雷雲からステップトリーダが大気の放電しやすいところを選びながら大地に近
づいてくる。
　ステップトリーダが大地とある程度の距離になると大地または建築物（避雷針）、木な
どからステップトリーダに向かって、微弱電流の上向きストリーマ（お迎え放電）が伸び
てくる。
　このストリーマとステップトリーダが結合すると、その経路を通って、雷雲と大地間に
大電流（帰還電流）が流れる。これが落雷現象である。
【０００７】
　特許文献２に記載の消イオン容量型避雷針（ＰＤＣＥ）は落雷抑制タイプの避雷針であ
り、上向きストリーマの発生を起こりにくくしたものである。そのため、このＰＤＣＥを
最高部に取り付けた施設には落雷現象が起き難い。
【０００８】
　このＰＤＣＥは、絶縁体を挟んで配置される上部電極体及び下部電極体を有し、下部電
極体のみが接地される。したがって、例えばマイナス電荷が雲底に分布した雷雲が近づく
と、それとは逆の電荷（プラス電荷）が大地の表面に分布し、雲底のプラス電荷に引き寄
せられて下部電極体にもプラス電荷が集まるようになる。すると、絶縁体を介して配置さ
れている上部電極体は、コンデンサの作用でマイナス電荷を帯びる。この作用により、Ｐ
ＤＣＥとその周辺における上向きストリーマの発生を起こりにくくし、落雷の発生を抑制
する。
【０００９】
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　北陸の平地でＰＤＣＥを設置し、５年にわたり雷観測カメラやＬＬＳ（Lightning Loca
tion System）を用いて落雷の有無を観測した結果、夏季には、ＰＤＣＥ設置箇所におい
て落雷が観測されなかった。
　これらの観測結果から、夏季雷に対して、ＰＤＣＥは帰還電流を防止（落雷を防止）し
、落雷による被害を抑制することが判った。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平８－２７３７１５号公報
【特許文献２】特開２００８－１０２４１号公報
【特許文献３】特開２０１０－２０５６８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明者らは、上記ＰＤＣＥによる夏季雷の抑制のメカニズムを研究していく中で、Ｐ
ＤＣＥの上下の電極体間の絶縁性を高めることにより、その抑制効果を増大させることが
できることを見出している。
【００１２】
　ところで、ＰＤＣＥへの落雷時には、上下の電極体間の空間部内圧力が、最大で８０ｋ
ｇ／ｃｍ２に達すると想定されており、ＰＤＣＥの健全性を確保するために、前記両電極
体を連結する絶縁体に対し、絶縁性能を確保しつつ十分な強度を確保することが要求され
ている。
【００１３】
　また、ＰＤＣＥへの落雷時には、急激な温度変化を伴うことから、耐熱衝撃性を高める
ことも要求されている。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明の落雷抑制型避雷装置は、上部電極体と下部電極体とを絶縁する絶縁体を有する
避雷極部材と、避雷極部材の下部に設けられた支持部材と、を備え、
　前記絶縁体は、前記上部電極体と下部電極体との間に配置された筒状絶縁体と、筒状絶
縁体の周囲に配置された弾性変形可能なカバー部材とを有し、
　前記筒状絶縁体がファインセラミックにより形成され、
　さらに、前記筒状絶縁体は、前記上部電極体および下部電極体の対向面のそれぞれに形
成された環状溝内に嵌合させられることにより、これらの上部電極体と下部電極体を連結
するようになされているとともに、この筒状絶縁体の周壁には、周壁の厚さ方向に貫通す
る通気孔が設けられ、
　前記通気孔は、前記カバー部材により覆われていることを特徴とする。
 
【００１５】
　本発明によれば、前記筒状絶縁体をファインセラミックによって形成することにより、
要求されている絶縁性能を十分に確保することができるばかりでなく、機械的強度ならび
に耐熱衝撃性を確保して、落雷抑制型避雷装置の健全性を確保することができる。
【００１６】
　本発明の好ましい形態として、前記カバー部材が、前記筒状絶縁体の外周を取り囲むよ
うにして配置される環状の基部を有し、前記通気孔が前記基部により覆われていることを
特徴とする。
 
【００１７】
　このような構成とすることにより、筒状絶縁体の周壁に、周壁の厚さ方向に貫通する通
気孔を設けることで、万が一の落雷時において、避雷極部材の内部圧力上昇を一定の範囲
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に抑制することができる。
　弾性変形可能なカバー部材は、避雷極部材の空間部の内部圧力が上昇した際に、この空
間部内の空気が通気孔を経て作用することにより弾性変形させられて、この圧縮空気を、
筒状絶縁体との隙間から外部へ放出する。
 
【００１８】
　本発明の請求項３に記載の落雷抑制型避雷装置は、請求項２に記載の前記筒状絶縁体と
前記上部電極体および下部電極体とが、耐熱性無機系接着剤によって固着されていること
を特徴とする。
【００１９】
　このような構成とすることにより、前記両電極体と筒状絶縁体との機械的な接続強度を
高めることができるとともに、熱変化による接続強度の低下を抑制することができ、これ
によって、落雷による破損を防止することができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、上下電極体を連結する筒状絶縁体の絶縁性能を確保しつつ、機械的な
強度ならびに熱衝撃への強度を確保して、落雷に対する落雷抑制型避雷装置の健全性を確
保することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一実施形態の縦断面図である。
【図２】本発明の一実施形態の筒状絶縁体の外観斜視図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る強度試験の結果を示す表である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の一実施形態について、図１～図３を参照して詳細に説明する。
　図１は、本発明を消イオン容量型避雷針に適用した実施形態を示す図であり、特徴部分
について断面で示している。
【００２３】
　この実施形態に係る落雷抑制型避雷装置Ａは、図１に示すように、最上部に配置された
避雷極部材１と、避雷極部材１の下部に設けられた連結部材２と、この連結部材２を介し
て鉛直に連結されて避雷極部材１を支持する支持部材３とを備えている。
【００２４】
　避雷極部材１は、上部電極体１１と、下部電極体１２と、それら上部電極体１１および
下部電極体１２間に設けられた絶縁体１３とを備え、全体として概略球体状に形成されて
いる。上部電極体１１、下部電極体１２は、球体が上下に半割りされた若干扁平な半球状
に形成されている。したがって、それらの表面は大気と接触する曲面部１１ａ、１２ａと
して形成されている。
【００２５】
　上部電極体１１及び下部電極体１２は、図示のように空洞に形成されている。また、上
部電極体１１の天面及び下部電極体１２の内底面から互いに向き合う下向き凸部１１ｂお
よび上向き凸部１２ｂが形成されている。これら下向き凸部１１ｂおよび上向き凸部１２
ｂは放電用凸部としての機能を発揮するように相互の間隔Ｈ１が設定されている。
【００２６】
　絶縁体１３は、上部電極体１１と下部電極体１２との間に配置された筒状絶縁体１４と
、筒状絶縁体１４の周囲に配置されたカバー部材１５とを有している。
【００２７】
　前記筒状絶縁体１４は、アルミナ９９．６％の粉体を圧密成形した後に焼成して形成さ
れたファインセラミックによって厚肉の円筒状に形成され、各端部が、前記上部電極体１
１と下部電極体１２の対向面のそれぞれに形成されている環状溝１１ｃ、１２ｃに嵌め込
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まれ、接着剤により一体化されている。
　これによって、前記上部電極体１１と下部電極体１２が、前記筒状絶縁体１４により液
密及び気密に連結されている。
【００２８】
　また、前記筒状絶縁体１４の周壁には、その長さ方向の中間部の周壁部分に、周壁の厚
さ方向に貫通する通気孔１４ａが設けられている。
【００２９】
　前記カバー部材１５は、本実施形態においては、フッ素ゴムによって形成されており、
前記筒状絶縁体１４の外周を取り囲むようにして配設される環状の基部１５ａと、この基
部１５ａの外周に連続して形成され、前記両電極体１１・１２の外方へ延設されるととも
に、前記下部電極体１２の側部を覆うスカート部１５ｂとを備えている。
【００３０】
　そして、このカバー部材１５は、前記上下の電極体１１・１２と前記筒状絶縁体１４と
で形成される空間部Ｓ内の圧力が上昇した際に、この空間部Ｓ内の空気が前記貫通孔１４
ａを経て作用することにより弾性変形させられて、この圧縮空気を、前記筒状絶縁体１４
との隙間から外部へ放出するようになっている。
 
【００３１】
　前記上部電極体１１、前記下部電極体１２、前記連結部材２、および、前記支持部材３
は、高導電性を有するステンレスによって形成されている。
【００３２】
　前記支持部材３は、中心に位置する支持棒３１と、その外側に同軸に配置された支持パ
イプ３２とを備えており、前記支持棒３１には螺子部３１ａが形成されている。
【００３３】
　そして、前記支持棒３１は、その一端部（図においては上端部）が前記螺子部３１ａに
よって前記下部電極体１２に螺着されているとともに、前記螺子部３１ａに螺合されてい
るナット３３が前記下部電極体１２に圧接させられることによって、これらの下部電極体
１２および支持棒３１が一体化されている。
【００３４】
　また、前記支持棒３１の螺子部３１ａには、前記連結部材２を前記下部電極体１２の下
面に押圧する固定ナット３４が螺着されている。
【００３５】
　一方、前記支持棒３１の下端部は、この支持棒３１を取り囲んで配置されている前記支
持パイプ３２の下端から突出して位置させられており、この突出させられた部位に取り付
けプレート３５が装着されている。
【００３６】
　この取り付けプレート３５は、前記支持棒３１に形成されている螺子部３１ａに螺合さ
れるダブルナット３６・３６によって前記支持パイプ３２に圧接されて固定されている。
【００３７】
　前記下部電極体１２は、支持部材３および図示しない接地用導電体（接地線）を介して
大地に電気的に接続される。
　これにより、この落雷抑制型避雷装置Ａを鉛直に設置した状態において、雷雲等の影響
により大地や構造物等が正電荷に帯電すると、上部電極体１１の表面は負電荷に帯電し、
大地や構造物等が負電荷に帯電すると、上部電極体の表面は正電荷に帯電するように設計
されている。なお、この帯電機能自体は既存のＰＤＣＥと同様の原理に基づいている。
【００３８】
　本実施形態によれば、前記筒状絶縁体１４を構成するファインセラミックが使用可能最
高温度が１５００℃と高く、また、引っ張り強さが２５ｋｇ／ｍｍ２と大きいことから、
前記避雷極部材１内の圧力が上昇し、前記両電極体１１・１２を連結する前記筒状絶縁体
１４の強度が十分に確保される。
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【００３９】
　したがって、落雷による荷重の上昇や温度上昇に対して十分に耐えることができ、落雷
抑制型避雷装置Ａの健全性を確保することができる。
　また、前記筒状絶縁体１４が炭素基を持たないファインセラミックとしたことにより、
高温に上昇した際においてすすの発生がなく、この結果、両電極体１１・１２間の絶縁低
下を防止することができる。
【００４０】
　一方、前記落雷抑制型避雷装置Ａの健全性は、前記両電極体１１・１２と前記筒状絶縁
体１４との接続強度にも依存している。
【００４１】
　本実施形態においては、前記両電極体１１・１２と前記筒状絶縁体１４との接続を、耐
熱性の無機系接着剤による接着によって行なっていることから、その接着強度が高温下で
も十分に確保され、前述した健全性が確保される。
【００４２】
　ここで、前述した接着強度にかかる試験結果を図３に示す。
　この試験は、１／１６．５の縮小モデルを用いて行なったもので、この結果から明らか
なように、大きな熱衝撃が加わった場合にあっても接着強度が低下することはない。
【００４３】
　さらに、前記カバー部材１５をフッ素ゴムによって形成したことにより、耐老化性、耐
候性、耐オゾン性、耐炎性等の耐環境性が確保される。
【００４４】
　確認のため、フッ素ゴムとして、住友スリーエム社製、製品番号ＦＣ－２１８６を用い
、このフッ素ゴムを、温度３００℃で１時間保持した後に常温へ戻す試験を、繰り返し５
回行なった結果、各回ともに重量変化は見られず、かつ、弾力性に変化は見られず、かつ
、
変色やクラックの発生も見られなかった。
【符号の説明】
【００４５】
１　避雷極部材
２　連結部材
３　支持部材
１１　上部電極体
１１ａ　曲面部
１１ｂ　下向き凸部
１１ｃ　環状溝
１２　下部電極体
１２ａ　曲面部
１２ｂ　上向き凸部
１２ｃ　環状溝
１３　絶縁体
１４　筒状絶縁体
１４ａ　通気孔
１５　カバー部材
１５ａ　基部
１５ｂ　スカート部
３１　支持棒
３１ａ　螺子部
３２　支持パイプ
３３　ナット
３４　固定ナット
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３５　取り付けプレート
３６　ダブルナット
Ａ　落雷抑制型避雷装置
Ｓ　空間部

【図１】 【図２】

【図３】
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